







































































































































































































































































































































〈表3＞現行基本法（23本）における「基本計画」等の策定規定???????????? ?? ?? ? ?教育基本法（1947）→ll条（補則）→必要な法令の制定
原子力基本法（1955）→（特に規定なし）
災害対策基本法（1961）→34～45条（防災基本計画等）
観光基本法（1963）→（特に規定なし）
中小企業基本法（1963）→（特に規定なし）→施策の基本方針
消費者保護基本法（1968）→（特に規定なし）→総合的は施策の策定
交通安全対策基本法（1970）→3章22～28条（交通安全基本計画等）
土地基本法（1989）→ll条（土地利用計画の策定等）
環境基本法（1993）→15条（環境基本計画）
障害者基本法（1993）→7条の2（障害者基本計画等）
高齢社会対策基本法（1995）→6条（高齢社会対策の大綱）
科学技術基本法（1995）→2章9条（科学技術基本計画）
ものづくり基盤技術振興基本法（1999）→2章9条（ものづくり基盤技術基本計画）
男女共同参画社会基本法（1999）→2章13条（男女共同参画基本計画），14条（都道府県の基本計画）
食料・農業・農村基本法（1999）→15条（食料・農業・農村基本計画）
循環型社会形成推進基本法（2000）→2章15，16条（基本計画）
高度情報通信ネットワーク社会形成基本法（2000）→4章35条（重点計画）
水産基本法（2001）→ll条（水産基本計画）
森林・林業基本法（2001）→2章11条（森林・林業基本計画）
文化芸術振興基本法（2001）→（特に規定なし）→3章（基本的施策）
エネルギー政策基本法（2002）→12条（エネルギー基本計画）
（その他）
22．中央省庁等改革基本法（1998）→（特に規定なし）→4条（中央省庁等改革の基本方針）
23．特殊法人等改革基本法（2001）→2章5，6条（特殊法人等整理合理化計画）
「順接」して，その理念や原則を未来に向かって豊かに発展させるものであろうか。それには
大きな疑念を抱かざるをえない。中教審の議事録や中間報告を精読するとき，その疑念はいっ
そう強くなる。たとえば中間報告では，「個人の尊厳」「真理と平和」「人格の完成」「教育の機
会均等」などの普遍的なものは大切にする，とくり返し述べている。しかしながら，その記述
はいかにもそっけないものである。それぞれの普遍的な理念や原則がどのような意味と意義を
もっているのか，またそれらが，この半世紀の間にどのように実現されてきたのか，あるいは
こなかったのかについては一切ふれていない。審議の過程でも同様である。憲法や教育基本法
を貫いている教育を受ける権利，学問の自由，教育の自主性，専門職としての教師の権限と自
由，政治や行政による教育統制の禁止などについてもほとんどふれられていない。「教育を受
ける権利」と「生涯にわたり学習する権利」については多少の議論が行われ，その痕跡も中間
報告には残されている。そこからも明らかなように，教育基本法に「教育を受ける権利」を明
記することについても，議論は低調であり消極的である。この二つの権利は一人ひとりの人間
にとってもっとも基本的なものであり，国際的にも世界人権宣言を噛矢として，国連およびそ
の関係機関による多くの人権条約（規約）や宣言でくり返し確認・承認されてきたものであり，
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それらの多くは日本国も承認し，批准してきたものである。
こうしたことを考えるとき，「新しい時代にふさわしい教育基本法」をかかげる「未来志向
型」改正論の体質と主張の本質は意外と「古い」ものといえそうである。（未完）
注
（1）教育基本法改正論議の経緯と概要については，拙稿「教育基本法改正論批判」，『教育』No．668，
　　2001年9月号，同「教育基本法改正と中教審『中間報告』の検討」，『季刊人間と教育』36号，2002
　　年12月，参照
（2）前掲の拙稿「教育基本法改正と中教審『中間報告』の検討」
（3）たとえば，90年代半ば以降における中曽根康弘元首相の一連の主張（同著『二十一世紀日本の国家
　　戦略』PHP研究所，2000年，　PP．183－224），「新しい教育i基本法を求める会」（西澤潤一会長）の主
　　張（西澤編著『新教育基本法6つの提言』小学館文庫，2001年），日本青年会議所教育改革推進委員
　　会『愛国のすすめ一すばらしい日本人と日本のために一』同委員会発行，2002年（なお，同冊子の
　　第5章に「これが！JC発　教育基本法（私案）」が掲載されている），など
（4）堀尾輝久『いま，教育基本法を読む』岩波書店，2002年
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